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第１章 本年度事業の総括 

１．事業の背景と目的 

（１）事業の背景 

日本のフードサービスの産業規模は、店舗数で７４万店、従業員数で４０５万人、売上高で

２４兆４，７６３億円を誇り、そこでの消費者ニーズの開発や安全・安心への取り組みは、食

品製造業や食品小売業を含む１００兆円の食関連産業に大きな影響を与えている。また、フー

ドサービス産業における人件費は売上のかなりの部分（約３５％）を占めており、人の手によ

る“サービス”を顧客に提供するフードサービス産業は、人材の優劣が店舗の“質”を大きく

左右する。作業の効率化によって生まれる生産性向上が、利益の源泉となっている。 

しかしながら、近年のフードサービス産業は、長時間労働、低賃金、非正規雇用の多さ等か

ら、若年労働者を中心に慢性的な人手不足の状況にあり、大半の中小・零細企業は長期的視野

に立った雇用体系や人材育成策を確立できていない。また、フードサービス産業では、業務を

体系的・段階的にスキルアップする資格検定制度が存在せず、業界内でのニーズが高まってい

た。 

そういったフードサービス産業の状況を改善すべく、平成１７年に中央職業能力開発協会

（以下、ＪＡＶＡＤＡ）が、（社）日本フードサービス協会（以下、ＪＦ）の協力により、外

食産業の能力評価基準を策定し、店舗管理をはじめ、店舗開発、商品開発、食材・商品購買等

の業務毎に作業スキルを標準化した。 

しかしながら、それを用いるフードサービス産業には、個人の能力を判定できる具体的な基

準や、個人の能力を判定するための資格認定試験との連動等、能力評価制度の仕組みが未整備

である等の理由から、とりわけ中小外食チェーンでの導入が遅れている。 

また、ＪＡＶＡＤＡの『職業能力評価基準』策定後も、食の安全・安心志向を背景とした高

レベルの店舗衛生管理能力、社員やパートに対する人材マネジメント力、ＩＴスキルや厳密な

原価管理等、店舗運営業務への要求レベルは益々高度化しており、店舗運営責任者（店長）の

役割は更に重要性を増している。 

 

（２）事業の目的  

本事業においては、大手と比較して能力評価制度の導入が遅れ、業務分担や責任範囲が大き

い中小外食チェーンの店舗運営業務（店長）を対象に、既存のスキル標準であるＪＡＶＡＤＡ

の『職業能力評価基準』をベースに能力評価制度を構築し、それを踏まえて将来に亘って活用

できる資格認定制度を策定することを本事業の目的とする。 

 

２．本年度の取り組み  

本年度は、当コンソーシアムが中心となり、専門家による検討委員会を設置し、既存のスキ

ル標準であるＪＡＶＡＤＡの『職業能力評価基準』と既存のＯＲＡ資格認定制度を対象として

店舗運営業務（店長）に対する適合度や過不足を分析検討した。それをもとに、資格認定模擬

試験を策定・実施し、試験結果を分析することで能力評価制度の大枠を作り上げた。 
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３．事業の具体的な内容と実施方法（推進体制） 

本年度は、専門家を交えた全５回の検討委員会を開催し、店舗経営の実態に即した試験範囲、

試験問題、レベル判定基準などを作成した。また、模擬試験を実施し、試験対象者のレベル、

試験問題のレベル、妥当な試験の難易度が判明した。 

 

＜事業フローチャート＞ 

 

ＪＡＶＡＤＡの 

スキル標準の分析 

（共通ユニット、店舗運営） 

既存のＯＲＡの 

資格認定制度の分析 

（外食産業管理士） 

 

店長業務の整理（中小外食チェーン勤務） 

ＪＡＶＡＤＡのスキル標準・能力評価制度と連動する資格認定制度の策定 

ＪＡＶＡＤＡのビジネスキャ

リア検定の運営方法の研究 

試験運営の事業フロー 

およびスケジュールの作成 

資格認定模擬試験の作成 

（試験科目、問題形式に配慮） 

能力評価制度と連動した 

レベル判定基準 

の作成 

資格認定模擬試験の実施と課題の抽出 

試験結果の採点 

（合格点 70 点） 

フードサービス関連 

資格認定制度の確認 

（調理師、栄養士、他） 

ＯＲＡの外食産業管理士認

定試験の運営方法の研究 

回答結果、試験内容の分析 回答率や点数による 

レベル判定基準の妥当性検証 

資格認定試験と能力評価制度との連動の検証 

（試験の難易度を適切な水準に設定） 

本年度事業の報告と次年度以降の事業実施の検討 

次年度以降の実施事業検討案の作成 

第２回検討委員会 

第１回検討委員会 

第３回検討委員会 

模擬試験 

第４回検討委員会 

第５回検討委員会 

委員会終了後、委員

へアンケートを送

付し修正 

委員会終了後、委員

へアンケートを送

付し修正 

事業の総括と事業報告 

（報告書、成果物のとりまとめ） 
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（１）委員会の開催 

第１回 

検討委員会 

（08/08/26） 

◎中小外食チェーンに勤務する店長の日常的な業務とスキルを整理し、そこ

に、コンプライアンスなど、特に必要度の高い業務を追加した。 

◎ＪＡＶＡＤＡのスキル標準のうち、店舗管理ユニット（店長が対象）と共

通ユニット（全従業員が対象のレベル 2）の内容を確認した。 

◎ＯＲＡが継続実施している『外食産業管理士』の資格認定制度のテキスト

と試験問題を確認した。 

◎フードサービスに関連するその他の資格認定制度を整理した。 

※委員会終了後、日常的な店長業務内容とその表現方法、及びその優先順位

について委員にアンケートを実施し分析した。 

第２回 

検討委員会 

（08/09/30） 

◎ＪＡＶＡＤＡのスキル標準・能力評価制度と連動する資格認定制度を策定

するために以下の議論を行った。 

 ・当該資格認定のための試験運営の事業フローとスケジュールを作成した。 

 ・ＪＡＶＡＤＡの『ビジネスキャリア検定』の運営方法を研究した。 

 ・ＯＲＡの『外食産業管理士』認定試験の運営方法を研究した。 

 ・日常的な店長業務の優先度と業務の名称について議論し、そこから試験

科目名（6科目）の妥当性について議論した。 

第３回 

検討委員会 

（08/11/28） 

◎資格認定制度を策定するために以下の議論を行った。 

 ・資格認定模擬試験を作成した（試験科目、問題形式に配慮）。 

 ・店長スキルの有無を確認するのに相応しいレベル判定基準を作成した。 

※委員会終了後、事務局で作成した模擬試験問題を修正し、模擬試験の運営

マニュアル、受験者へのアンケートなどを作成した。 

第４回 

検討委員会 

（09/01/27） 

◎資格認定模擬試験の課題を抽出した。 

 ・資格認定模擬試験の回答結果を分析し、各試験問題の難易度、設問数と

配点バランスなどについて議論した。 

 ・店長業務の整理により、6つの試験科目の名称を確定した（Ⅰ顧客サービ

ス、Ⅱ組織・人材（人財）管理、Ⅲ店舗・品質管理、 

  Ⅳ予算・売上管理、Ⅴ渉外・マーケティング、Ⅵコンプライアンス）。 

第５回 

検討委員会 

（09/02/26） 

◎本年度事業の報告と、次年度以降の事業実施について議論を行った。 

 ・試験問題の構造の再設計、作問体制の整備など、本年度事業の課題を抽

出し、事業を総括した。 

 ・それらを踏まえて、次年度以降の実施事業の検討案について議論した。 
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（２）模擬試験の実施 

模擬試験 

（08/12/08） 

◎東京会場、大阪会場の 2ヶ所で資格認定模擬試験を実施した。 

 ・97 名の参加者が、6科目 100 点満点の試験問題を 90 分間で解答し、平均

点 80.9 点、合格点 70 点での合格率は 88.7％となった。 

 ・受験者を対象に、試験問題の難易度や習得したい知識やスキルについて

アンケートした。 

※第 4回検討委員会までに、模擬試験結果とアンケート結果を事務局で分析

した。 

 

（３）成果物（カッコ内は報告書のページ番号） 

1.科目名および試験範囲（5～7ページ） 

2.ＪＡＶＡＤＡとＯＲＡの対比表（16～59 ページ） 

3.資格認定制度一覧（最終報告書では割愛） 

4.試験運営の事業フローおよびスケジュール（8ページ） 

5.ビジネスキャリア検定試験の運営方法（最終報告書では割愛） 

6.外食産業管理士試験の運営方法（最終報告書では割愛） 

7.科目別出題の狙いと設問範囲（60～61 ページ） 

8.科目別・問題形式別得点バランス（62 ページ） 

9.模擬試験（分析と重複するため割愛） 

10.レベル判定基準の評価（11～12 ページ） 

11.受験案内・受験票等（最終報告書では割愛） 

12.模擬試験当日の運営状況（最終報告書では割愛） 

13.模擬試験の注意事項（最終報告書では割愛） 

14.受験者へのアンケート（最終報告書では割愛） 

15.模擬試験の総括（9～11 ページ） 

16.受験者の属性分析（63～71 ページ） 

17.得点分析（72～86 ページ） 

18.設問分析（87～156 ページ） 

19.受験者へのアンケートの分析（157～171 ページ） 

20.当該資格の位置づけ（12～13 ページ） 
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　＜具体的な店長業務＞

Ⅰ
　
顧
客
サ
ー
ビ
ス

顧客ニーズへの配
慮とホスピタリティ

B　顧客ニーズ対応の実践と徹底
（常連客対応、アレルギー対応、障害者への配慮、
　外国人対応能力など）

A　サービス基準・ホスピタリティの実践と徹底
（笑顔、挨拶、言葉遣い、身だしなみ、清掃）

C　チームワーク
（自社組織・役割の理解、情報共有、チームの課題認識）

D　社内コミュニケーション
（職場環境維持、他部門との連携、顧客情報フィードバック、
　コミュニケーションツールの把握）

チームワークと
人間関係の維持

B　組織運営の知識と実践、部下の管理
（従業員とのコミュニケーション、ヒューマンスキル、
 健康管理、個別指導、動機づけ、 管理上の問題点抽出）

A　本部との連携、本部方針の浸透
（会社方針・店舗方針の理解と浸透、
　販促ツールの活用、
　本部と連携して店舗売上計画の作成）

店舗運営の
マネジメント

E　要員計画、シフト管理
（パート・アルバイトの採用、勤務表作成、
　時間帯別人員数調整、要員確保の本部への要請）

F　OJT・指導
（教育計画の作成、教育訓練の手法、人事考課）

労務管理

Ⅱ
　
組
織
・
人
材

　
　
（
人
財
）

管
理

G　問題点の抽出
　　と改善

本
部
の
経
営
方
針

Ⅰ　顧客サービス

Ⅱ　組織・人材（人財）管理

Ⅲ　店舗・品質管理

Ⅳ　予算・売上管理

Ⅴ　渉外・マーケティング

Ⅵ　コンプライアンス

顧
客
満
足
度
の
向
上

店長業務の全体像

 

科目名および試験範囲 
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C　商品開発
（店舗オリジナルメニューの開発、自店のメニューに関する問題分析、
　自店のメニューの特徴について語ることのできる知識とスキル
　メニューについての市場動向・競合動向の調査と対策の検討）

B　社外コミュニケーション
（地域住民・官公庁・地域組織のキーパーソンに関する知識、
利害対立への対応、情報収集）

商品開発に関する
コンセプトメイキング

　
Ⅴ
　
渉
外
・

　
　
　
マ
ー

ケ
テ
ィ

ン
グ

A　外部情報の収集と販売促進、市場環境の把握
（情報収集、販促計画、マーケティングの知識、
店周マーケットリサーチ、競合店対策）

C　労働基準法等規定の遵守
（採用時の規定遵守、労務管理、必要な手続きや各種書類届出）

Ⅵ
　
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

B　リスクの想定と非常時対応
（リスクの想定とシミュレーション、クレーム対応・情報の共有
　非常時における地域関係者や取引先との連携）

A　企業倫理（社会的責任）の遵守、その他法令知識
（顧客・従業員等の個人情報保護、
自社の行動規範・倫理規定の徹底、
アルコール提供等の社会的責任）

課題の設定と
成果の追求

A 目標数値の達成
（本部指示を年次・月次運営計画へブレイクダウン、
　優先順位づけ、進捗管理、課題設定、
  報告書の作成、ＰＣスキル）

B　財務分析
（簿記の基礎知識、利益構造、生産性分析、
 損益分岐点分析等）

予
算
達
成

現金・売上管理

現
金
・
売
上
管
理

C　現金・売上金管理のルール徹底
（金庫の鍵、売上金入金、つり銭管理、小口現金管理、
　レジ業務管理、伝票・帳票類の管理）

D　問題点の抽出と改善
（精算手順、現金過不足、ミスの発生率低下、
　本社のルール徹底）

Ⅳ
　
予
算
・
売
上
管
理

設備・安全衛生管理

Ⅲ
　
店
舗
・
品
質
管
理

A　店舗施設管理
（店舗施設に関する知識、災害時対策、定期点検、
不審物の有無確認、防災活動、不備発見時の連絡）

B　食品衛生管理
（食品衛生に関する知識、服装や店舗施設の衛生管理、
　事故ゼロの維持、廃棄物に関する知識）

C　食材等の管理
（在庫品の保管、発注・検収、棚卸・標準在庫量の決定）

QSCスタンダードの
維持向上

H　品質管理に関する知識
(ＱＳＣの重要性認識と意識付け、食品衛生、
 朝礼での確認、他業種の取り組み研究、
 サービス・清掃等のマニュアルの整備と徹底、
 行動基準、　マニュアルにはない柔軟なサービス）

I　問題点の抽出、
　　作業改善

J　業務効率化の
　　ための手法
　　（IE、TQC、ISO）

業務効率化の推進
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＜店長業務とJAVADAスキル標準の関連性＞

JAVADA　スキル標準
能力

ユニット

顧客ニーズへの配慮と
ホスピタリティ

課題の設定と
成果の追求

チームワークと
人間関係の維持

商品開発に関する
コンセプトメイキング

QSCスタンダードの
維持向上

業務効率化の推進

現金・売上管理

設備・安全衛生管理

店舗運営の
マネジメント

労務管理

厨房機器を含めた設備全般の管理、防犯・防
災などの安全管理、食中毒などの事故を防止
するための衛生管理などを行う能力

店舗の責任者（店長）として、店舗運営を適
切にマネジメントする能力

パート・アルバイトの募集・採用、従業員の
勤務管理と労務管理、適材適所の配置、従業
員の教育訓練などを行う能力

ホスピタリティの基本を理解し、常にお客様
のニーズを意識しながら仕事を行う能力

上位方針を踏まえて重点的に取り組むべき課
題を設定し、その達成に向けてスケジュール
管理しながら粘り強く取り組む能力

同僚や上司・部下、社内外の関係者と協力的
な関係を構築し、チームワークを維持・発展
させる能力

売上金や小口の支払いなどの現金管理を行う
能力

新食材・新メニューの動向に関する最新情報
を収集・統合し、新たなコンセプトを構想す
る能力

Ｑ（クオリティー）、Ｓ（サービス）、Ｃ
（クレンリネス）の重要性を正しく理解し、
その維持・向上に取り組む能力

仕事の効率化に向けて、作業手順や仕事の進
め方を改良・改善していく能力

<店長業務>

共
通

概要

店
舗
運
営

Ⅱ．組織・人材（人財）管理
本部方針を現場に浸透させるため、店
舗の組織運営を実施し、人材（人財）管
理および店舗全体の品質管理や改善
活動をおこなう。

Ⅲ．店舗・品質管理
店舗設備の状態を常時チェックし、必要
に応じてメンテナンスを行う。食品衛生
に関する知識を備え、食材等の管理を
行い、事故ゼロを目指し、スタッフを指
導する。

Ⅳ．予算・売上管理
日々の現金・売上管理を徹底し、問題
点の改善をおこなう。また、売上目標を
具体的なスケジュールに落とし込み、財
務分析などを通じて、その進捗状況な
どを確認する。

Ⅰ．顧客サービス
自店のサービス基準を店長が実践し、
スタッフに徹底させる業務である。ま
た、全般的な顧客ニーズに対応しなが
ら、常連客などの個別ニーズにも対応
する。

ⅴ．渉外・マーケティング
外食業界の動向を把握し、地域関係者
とのコミュニケーションをとり、販促計画
を立案・実行する。また、自店のオリジ
ナルメニューを開発するなどし、ファンを
増やす。

Ⅵ．コンプライアンス

（JAVADA各ユニットより抽出）
企業倫理を常に遵守して行動する。非
常時の対応方法検討、クレーム対応方
法の検討し、店舗全体で徹底する。ま
た。労働基準法、個人情報等法規を遵
守する。
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スケジュール

1ヶ月目

２ヶ月目

３ヶ月目

４ヶ月目

５ヶ月目

６ヶ月目

※　　　　　　　　　　は、運営に関連する準備物・成果

受験生 運営事務局 試験委員

試　験

配布・
広告

②　試験範囲
③　レベル判定基準
④　科目別実施ガイドライン
⑤　委員名簿

改定事項検討
役割分担の決定

各委員にて
問題作成

⑫　試験問題、解答・解説

講習・説明
資料作成

⑩　講習会の運営手引き
⑪　配布資料
　（講習会は場合によって実施
　　するため、本事業では省略）

採点

申込 受付

⑬　合否結果

⑭　次回案内
　 　合格率等

送付

合否結
果

／認定
証

年間スケジュールの決定
試験委員の選定と委嘱

①　事務局内の事業フローおよび計画書

⑮　過去問題
⑯　解答・解説講評

出版・公表

課題検討

⑥　実施要綱
⑦　実施案内
⑧　受験申請書
⑨　教材

講習会（実施の場合）

予習

受験票
送付

全体調整(設問形
式、

設問数、難易度等)

全体調整(設問形
式、

設問数、難易度等)

講評作成

課題検討

 

試験運営の事業フローおよびスケジュール 
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＜模擬試験の総括＞ 

【基本属性の分析】 

・ 本模擬試験の受験申込者数は、合計１０５名（うち大阪：６９名、東京３６名）、実際の受

験者数は合計９７名（うち大阪６１名・出席率８８．４％、東京３６名・出席率１００％）

であった。受験者の８割以上が店長経験を有し、フードサービス業界における平均延べ勤

務年数は１３．２年、店長としての延べ勤務年数は６．６年、平均年齢は３５．６歳と、

ベテラン層の受験が多く見られた。そのうち、フード関連の資格保有者は全体の３割強で

ある。 

 

【得点分析】 

・ 解答が割れないように設問内容や形式を調整したため難易度が下がった、もしくは、ベテ

ラン社員が多数受験したということもあり、平均総合点は８０．９点と高得点であった。

７０点を合格点とした場合の合格率は８８．７％、８０点を合格点とした場合の合格率は

６３．９％であり、当初想定した７０点の合格ラインは低かったと言え、今後、受験者層

や科目間難易度の調整に留意する必要がある。具体的には、業界雑誌に載っているような

言葉は注釈を加えずに使う、業態や業種を限定した具体的な設問も加えるなどが考えられ

る。 

・ 受験者の属性別に総合得点を分析すると、５０歳以上の受験者を除き、年齢が上がると総

合点も上がる傾向が見られた。２９歳以下の受験者の平均点は７５．２点、３０歳以上の

受験者の平均点は８２．５点と７点の差があり、属性分類の切り口とした。 

・ 中小外食チェーンの店長は、本部から多くの権限と責任を与えられており、店長としての

経験やスキルのみならず、他業種に共通する管理等の知識も同時に求められる。店長スキ

ルを認定するためには、双方の問題が必要であり、店長としての経験や知識を問うような

具体的な設問を増やす必要がある。 

 

【科目別・設問別分析】 

・ 科目別の総合点では、「Ⅲ.店舗・品質管理」および「Ⅵ.コンプライアンス」の平均正答率

が低く、その平均正答率は、それぞれ７６．０％、７１．５％であったが、それ以外の科

目は８割を上回った。年齢別では、すべての科目において３０歳以上よりも２９歳以下の

平均点が０．６～２．１点の範囲で低かった。 

・ 設問毎の平均正答率が９割を超える設問が３１問中１２問と、容易に正解できるような設

問が約４割あり、受験者にとっての常識問題が多く含まれていたと言える。一方、平均正

答率が６割を下回る設問も４問含まれており、科目別では「Ⅲ．店舗・食材管理」および

「Ⅵ．企業倫理・リスク管理」に難問が含まれていた。 

・ 年齢別では、半分以上の設問において、３０歳以上より２９歳以下の受験者の正答率の方

が、低い傾向が見られた。逆に、３０歳以上の受験者の正答率の方が低い傾向のある設問

は、３１問中４問であり、それ以外は年齢別の顕著な傾向は見られなかった。 
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【設問内容(個別)の分析】 

・ 設問１２、２２、３１は、設問内容が不適切である。また、「最も適切なものを選びなさい」

という問いは、選択肢に適切な順番が存在するという意味になるため、注意が必要である。 

・ 設問３０には、現場で使うことのない３６協定に関する設問が含まれているが、特定者の

みが使う言葉は注釈を加えるなどの配慮が必要であり、それ自体が問題となるのは好まし

くない。専門用語には二通りあり、前述のように特定者のみ使う用語と、エコやスローフ

ードのように、知らない者も存在するが、フードサービス業界に携わる者として知ってお

くべき用語がある。後者については、設問となり得る。 

 

【問題作成時の注意点の分析】 

・ 設問の基本構造をあらかじめ組み立てることが重要である。つまり、全体設計の段階から、

用語などの知識を問う問題数と、店長が遭遇する状況およびその対処法についての問題数

のバランスを設定し、各科目の設問内容を作成することが望ましい。また、科目別の設問

数バランスも事前設計が必要である。 

・ １設問に複数解答がある場合、設問内の問題間で関連性が発生し、科目内の出題分野に偏

りが出来てしまうため、１設問につき１解答とした方が良い。 

・ 出題者および受験生間で、用語の定義を統一する必要があり、市販の用語辞典を利用する

と有効である。また、業界雑誌で見出しや目次として頻出する、あるいは用語辞典で取り

上げられる用語であれば、事前に参考文献として告知することにより、出題が可能になる。

店長の業界専門誌の購読率は低い現状からも、購読を促す効果もある。 

・ 資格試験には、標準レベルおよび難関レベルの２通りが存在し、そのいずれかで設問の作

り方が異なる。当該資格のように標準レベルの試験の場合、難問・奇問は含まず、検討委

員を設けて設問の質を維持・管理しなくてはならない。また、今回のように、試験後に分

析する仕組みが必要である。 

・ 科目ごとに独立性を確保し、権威付けをする、また、試験実施時の状況に応じて科目ごと

の設問数を調整し、管理の余地を高めるためには、全体の配点は２００点、設問数は５０

問程度にし、設問にアローワンスを設けるのが妥当である。 

・ 総合問題、事例問題を加えることで、難易度を担保できる。 

 

＜受験者へのアンケートの分析＞ 

・ アンケート結果によると、「Ⅰ.顧客サービス」、「Ⅱ.組織・人材（人財）管理」、「Ⅲ.店舗・

品質管理」、「Ⅳ.予算・売上管理」について、難しく感じておらず、また問題数も多く感じ

ていないが、店舗運営（店長業務）に役立ちそうと回答する傾向が見られた。これらの科

目については、事前研修を実施するなどで、問題の難易度を上げる必要がある。「Ⅴ.渉外・

マーケティング」は、難しく、かつ設問も多く感じているが、店舗運営（店長業務）に役

立ちそうと回答した割合が低く、出題方法に検討の余地があると考えられる。「Ⅵ.コンプ

ライアンス」では、難しく、また問題数も多く感じているが、店舗運営（店長業務）に役
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立ちそうとの回答が多かった。 

・ 日ごろの店舗運営（店長業務）で、頭を悩ませる問題として、人材関連の問題についての

回答が多く、より実務的な内容とすることで、本試験を受験するにあたり学んだ内容が、

店舗運営の改善に繋がると望ましい。 

・ 試験時間や問題数の適切感については、おおよそ適切とする回答が多くあげられたが、実

際に試験にかかった平均時間は６６．７分と、やや短かった。試験時間が９０分の場合、

８０分程度で終了する問題量が適切である。 

・ 年齢、勤務年数、店舗の従業員数など、基本属性の無回答を減尐させるためには、受験申

請時に情報収集を行う、アンケート票の冒頭部分に基本属性を記載するなどの工夫が必要

である。 

 

＜レベル判定基準の評価＞ 

【主な受験対象者の確認】 

本事業における能力評価制度が想定する主な受験対象者は、大手と比較して能力評価制度の

導入が遅れており、業務分担や責任範囲が大きい中小外食チェーンの店舗運営業務に携わる、

店舗実務経験が２～３年の店長もしくは店長候補者である。しかし、今回の模擬試験の受験者

のキャリアは幅広く、店長としての延べ勤務年数が平均６．６年とベテラン層も多く存在し、

その結果、平均点も８０．９点と高得点となった。 

本模擬試験結果を分析し、今後の事業の方向性を検討する上で、主な受験対象者に相応しい

試験レベルと合格基準を策定することが重要である。 

 

【試験の難易度と合格基準（案）】 

・ 模擬試験結果より、合格点を７０点とした場合の合格率が８８．７％と高く、合格点９０

点とした場合の合格率は１８．６％と非常に低い。また、合格点を８０点とした場合、合

格率は６３．９％となり、受験者の中のベテラン社員の割合が減尐することを想定すると、

合格率は５割強と理想的な数値となることが想定される。 

・ 模擬試験では、「Ⅰ.顧客サービス」、「Ⅱ.組織・人材（人財）管理」、「Ⅴ.渉外・マーケテ

ィング」において常識問題が多く含まれており、また「Ⅳ.予算・売上管理」の難易度がや

や低かった。設問内容をより専門的かつ実務的なものとして難易度を上げることで、合格

点を７０点とすることが可能である。 
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合格点と合格率のシュミレーション （単位：人,　%）

人数 合格率 合格者数 合格率 合格者数 合格率

50点未満 1

50～54点 0

55～59点 2

60～64点 4

65～69点 4

70～74点 6

75～79点 18

80～84点 27

85～89点 17

90～94点 17

95～100点 1

受験者数

人数
合格点70点の場合 合格点80点の場合 合格点90点の場合

不合格
35名

合格
62名

不合格
11名

合格
86名

88.7%

97名

不合格
79名

合格
18名

18.6%63.9%

 

・ 全科目において、０点であった受験者は１人もおらず、本試験と同程度の難易度もしくは、

難易度がやや高くなったとしても科目別に０点を取る受験者は、ごく稀であると推察され

る。すなわち、科目単位で０点を取った場合は、店長レベルに到達していないとも判断で

き、不合格基準となりうる。 

・ 科目別合格制度は、模擬試験と同程度の問題量および解答時間であれば不要であると考え

られる。なお、模擬試験の問題量や解答時間については、受験者のアンケートにて適切と

の回答が大半であり、飲食店の繁忙さからも長時間の試験は現実的でないとの意見がある。 

・ 受験生を送り出す企業は、事前学習が不要な難易度の試験では、店長または店長候補者に

受験させたいと考えないため、テキストを整備するなどで難易度を上げる必要がある。 

 

【業態別等によるカスタマイズの必要性】 

・ 第３回委員会において、委員より、フードサービス業界の店長クラスであれば他業態の知

識も必要であり、業態別のカスタマイズは不要であるとの意見が挙げられた。 

・ 試験問題をより実務的にするためには、「この業態において、このような状況では、どのよ

うにするのが正しいか誤りか」といった形で設問を具体化する必要があり、むしろ、他業

態での特徴に関する設問に答えられるかどうかを問うことで、店長レベルのスキルや知識

の有無を判定できると考えられる。 

 

＜当該資格の位置づけ＞ 

・ 既存の各種試験を包括する、もしくは、既存の資格試験ではカバーできていない真空地帯

を埋めることで、当該資格試験の位置づけを明確にし、受験者あるいはフードサービス業

界の経営者に、その必要性を感じさせるためのコンセプト作りが必要である。 



 13 

 ・青
色

：本
事

業
に

て
構

築
す

る
資

格
認

定
制

度
・緑

色
：O

R
A

資
格

認
定

制
度

・オ
レ

ン
ジ

色
：ビ

ジ
ネ

ス
・キ

ャ
リ

ア
検

定
（J

A
V

A
D

A
標

準
に

基
づ

く
）

・黄
色

：上
記

以
外

の
資

格
認

定
制

度
・★

：本
事

業
模

擬
試

験
で

問
題

内
容

を
参

照
し

た
試

験

フ
ー

ド
サ

ー
ビ

ス
店

長
ス

キ
ル

認
定

試
験

（
仮

）

ビ
ジ

ネ
ス

・
キ

ャ
リ

ア
検

定
（
1
級

・
2
級

・
3
級

）

★
　

ビ
ジ

ネ
ス

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

検
定

　
（
上

級
、

初
級

）
★

　
ビ

ジ
ネ

ス
実

務
法

務
検

定
（
1
級

・
2
級

・
3
級

）

労
働

衛
生

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト

レ
ス

ト
ラ

ン
サ

ー
ビ

ス
技

能
士

（
１

～
3
級

）

経
営

層
・
本

部
機

能

店
　

舗
　

現
　

場

実
　

践
理

　
論

フ
ー

ド
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

フ
ー

ド
ア

ナ
リ

ス
ト

（
１

～
3
級

）
N

P
O

日
本

食
育

イ
ン

ス
ト

ラ
ク

タ
ー

上
級

食
育

指
導

士
・
食

育
指

導
士

ベ
ジ

タ
ブ

ル
＆

フ
ル

ー
ツ

マ
イ

ス
タ

ー
フ

ー
ド

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

サ
ー

ビ
ス

接
遇

検
定

（
１

～
3
級

）

★
外

食
産

業
管

理
士

外
食

産
業

管
理

士
補

★
外

食
調

理
管

理
士

外
食

調
理

管
理

士
（
補

）

製
菓

衛
生

師
ふ

ぐ
調

理
師

ソ
ム

リ
エ

ワ
イ

ン
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
ワ

イ
ン

エ
キ

ス
パ

ー
ト

十
勝

ワ
イ

ン
バ

イ
ザ

ー
食

品
冷

凍
技

士
船

舶
料

理
士

ビ
ア

テ
イ

ス
タ

ー
利

酒
師

弁
当

サ
ー

ビ
ス

管
理

士
惣

菜
管

理
士

ホ テ ル 実 務 技 能 認 定 試 験

★
外

食
産

業
サ

ー
ビ

ス
士

1
級

★
外

食
調

理
主

任
者

外
食

産
業

サ
ー

ビ
ス

士
２

級
外

食
産

業
サ

ー
ビ

ス
士

３
級

★
調

理
師

管
理

栄
養

士
・
栄

養
士

衛
生

管
理

者
食

品
衛

生
責

任
者

防
火

管
理

者

当
該
資
格
の
位
置
づ
け

 



 14 

（４）推進体制 

 

 

 

 

 

 

関係事業者 

※担当種別（☆；主担当  ◎；担当  ○；協力） 

１.

Ｊ
Ａ
Ｖ
Ａ
Ｄ
Ａ
の
ス
キ
ル
標

準
、
既
存
資
格
認
定
制
度
の
分
析 

２.
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定 

３.

資
格
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試
験
の
実
施
（
テ

ス
ト
ト
ラ
イ
ア
ル
）
と
課
題
抽
出 

４.

本
年
度
事
業
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告
と
、
次

年
度
以
降
の
事
業
実
施
の
検
討 

５.

報
告
書
の
と
り
ま
と
め 

コンソー 

シアム 

社団法人大阪外食産業協会（ＯＲＡ） 

 

◎ ◎ ☆ ◎ ◎ 

再委託先 社団法人日本フードサービス協

会（ＪＦ） 

○ ○ ○ ○ ○ 

株式会社矢野経済研究所 

 

☆ ☆ ◎ ☆ ☆ 

協力団体（助言やデ

ータ提供等の協力） 

有限責任中間法人食博覧会協会 

大阪観光大学 

－ － － － － 

 

４．事業の具体的な評価及び問題点 

 （１）事業の具体的な評価 

 本年度については、全５回の検討委員会と模擬試験を実施したことで、事業のアウトライン

が完成した。しかし、以下の問題点にもあるように、作問における科目間の難易度や設問数の

アンバランス、科目毎の独立性の確保など、試験問題の基本構造をあらかじめ組み立てること

の重要性や、専門家による作問委員会の設置など、いくつかの問題点が明らかとなった。 

 これを次年度以降に再検討することで、中小フードサービスチェーンの店長実務に沿った、

実践的な試験問題の作成が必要と思われる。 

 

 （２）事業の問題点 

 本年度の事業を実施した結果、以下の問題点が判明した。 

○試験問題の基本構造の設計が不十分であった。試験問題の全体設計段階から、用語の意味な

どの知識を問う問題と、店長が遭遇する状況やそれへの対処法について問う問題の設問数の

バランスが悪かった。また、科目別の設問数もアンバランスであった。 

○全ての試験科目を事務局中心に設計した為、科目間の作問の独立性が確保できなかった。ま

た、短期間での作問によった事から、クオリティの安定性が確保できなかった。 

○今回の模擬試験はレベルが低かった為、現状のレベルでは受験者を送り出す企業のモチベー

ションが上がらないと想定される。 
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５．今後の課題及び展開方向 

（１）今後の課題 

○科目間や設問間のバランス、試験難易度、問題形式など、試験問題の基本構造を再設計

する。 

○作問において、6 科目の独立性を維持しつつ、設問のクオリティと試験問題のレベルを

担保できる作問体制を整備する。 

○作問体制としては、6科目毎（Ⅰ顧客サービス、Ⅱ組織・人材（人財）管理、Ⅲ店舗・

品質管理、Ⅳ予算・売上管理、Ⅴ渉外・マーケティング、Ⅵコンプライアンス）のワー

キンググループと、それらを統括し全体を鳥瞰する統括部門を設置する。 

○試験の概要（実施回数、実施場所、受験費用、受験資格）、試験運営の仕組み（事前研

修制度、テキストや用語集の素案）など、試験を実施する場合の骨格を整備する。 

○フードサービスに関連する既存の各種試験を包括する、もしくは、既存の資格試験では

カバーできない真空地帯を埋めるものとして当該資格試験を位置づけ、受験者やフード

サービス業界の経営者に、その必要性を感じさせるコンセプト作りを行う。 

 

（２）今後の展開方向 

○次年度（平成２１年度）の事業 

   ・当コンソーシアムが中心となり、専門家による検討委員会を設置し、試験問題の基本

構造、試験の概要、試験の運営方法、試験運営の仕組みなどについて検討する。 

   ・試験問題については、科目毎の専門家から作問委員を選任し、6科目別のワーキング

グループとそれらを統括する統括部門（品質管理部門）を設置し、作問体制を整備す

る。 

   ・資格名称を含めて、当該資格の基本コンセプトを確立する。 

○将来的な事業 

・平成２２年度以降に、資格認定試験を開始する。 

・ＪＦやＯＲＡ、及びその会員企業のオリジナルシステム等、既存人事評価システムと

のシナジー効果を追及する。 

・ＪＦやＯＲＡ会員企業を中心に、スキル標準、職業能力評価基準を普及、啓蒙する。 

 

 


